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教職員研修計画について 

 

 教職員の研修については、地方公務員法第39条に定めるほか、特に教育公務

員については、教育基本法第９条並びに教育公務員特例法第21条に絶えず研究

と修養に努めることが定められ、同法第23条及び第24条には、初任者研修や中

堅教諭等資質向上研修の実施が義務付けられています。 

近年、教員の大量退職・大量採用等の影響によって、年齢構成や経験年数の

不均衡が生じ、従来の学校組織において自然に行われてきた経験豊富な教員か

ら若手教員への知識及び技術等の伝達が困難となるなど、教員を巡る環境が大

きく変化しています。また、グローバル化、情報化の進展等、社会が急速に変

化する中にあって、それらを踏まえた新しい時代の教育に対応できるよう、学

習指導要領等の趣旨を実現するための教員の資質能力の向上に向けた環境を整

えることが不可欠です。こうした状況を踏まえ、教員の養成・採用・研修を通

じた新たな体制の構築等のため、平成27年12月の中央教育審議会答申「これか

らの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」を受け、教育公務員特例

法が平成29年４月に一部改正され、指標と研修計画の策定が義務付けられたと

ころです。 

京都府においては、平成30年３月に「求められる京都府の教員像」の見直し

を図り、新たに「京都府の教員に必要な５つの力」を掲げるとともに、教育公

務員特例法第22条の３に基づき、教員等がキャリアステージに応じて身に付け

るべき資質能力を明確にするため、職種や経験年数に応じた観点別の「京都府

教員等の資質能力の向上に関する指標」を策定しました。 

本書は教育公務員特例法第22条の４に基づく研修計画として、教職員の資質

能力の更なる向上と京都府の教育課題の解決等に資することを目的に、「求め

られる京都府の教員像」「京都府教員等の資質能力の向上に関する指標」と、

それらを踏まえ京都府総合教育センターが実施する研修講座の概要等を掲載し

ています。 

各学校等における教職員の研修計画作成等の際には、本書の内容を十分に踏

まえ積極的な活用が図られるよう努めてください。 

 



 
 

        

        
          

        

      
        

 

 

 
 

 



－1－



－2－



－3－



－4－



－5－



－6－



－7－



－8－



－9－



－10－



－11－



－12－



－13－



－14－



－15－



－16－



－17－



－18－



－19－



－20－



－21－



－22－



 

 

 

 

 

－23－



 

－24－



 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

－25－



 

－26－



－27－



－28－



－29－



－30－



－31－



－32－



－33－



－34－



－35－



－36－



－37－



－38－



－39－



－40－



－41－



－42－



－43－



－44－



－45－



－46－



－47－



－48－



－49－



－50－



－51－



－52－



－53－



－54－



－55－



－56－



－57－



－58－



－59－



－60－



－61－



－62－



－63－



－64－



－65－



－66－



－67－



－68－



－69－



－70－



－71－



－72－



－73－



－74－



－75－



－76－



－77－



－78－



－79－



－80－



－81－



－82－



－83－



－84－



－85－



－86－



－87－



－88－



－89－



－90－



－91－



－92－



－93－



－94－



－95－



－96－



－97－



－98－



－99－



－100－



－101－



－102－



－103－



－104－



－105－



－106－



－107－



－108－



－109－



－110－



－111－



－112－



－113－



－114－



－115－



－116－



－117－



－118－



－119－



－120－



－121－



－122－



－123－



－124－



－125－



－126－



－127－



－128－



－129－



－130－



－131－



－132－



－133－



－134－



－135－



－136－



－137－



－138－



－139－



－140－



－141－



－142－



－143－



－144－



－145－



－146－



－147－



－148－



 

－149－



－150－



－151－



－152－



－153－



－154－



－155－



－156－



－157－



－158－



－159－



－160－



－161－



－162－



 

 

－163－



 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
   

 
 

 

 

 

－164－



－165－



－166－



－167－



                                                                 

                                                                                          

                                       

                                                                                          

－168－



－169－



                                                         

                                    

                                                 
                                         

－170－



－171－



－172－



－173－



研修履歴一覧表の見方（事務職員の例） 

研修講座のキャリアステージごとの履修状況について記載しています。 

 

キャリアステージごとの履歴状況を以下の４つの分類で確認できます。 

 

・「主事」      ･･･主事１・２級在位中に履修の研修 

・「主任」      ･･･主任・主任（係長相当職）在位中に履修の研修 

・「事務主任 専門幹」 ･･･事務主任・専門幹在位中に履修の研修 

・「事務長」     ･･･事務長在位中に履修の研修 

 

※新規採用者研修の必修講座については記載していません。 

※履修した講座について「◎」「○」「指定」を記載しています。（平成26年度から） 

※該当講座が各キャリアステージごとの選択講座の場合は「◎」、指定講座の場合は「指定」、該当キャリアステージ以外

の場合は「○」を記載しています。 

※平成25年度までに履修の講座については、総単位数にのみ反映しています。 

講座講師の履歴を記載しています。 

（京都府総合教育センター主催の研修のみ） 

センター研修以外の国及び京都府教育委員会主催の研修について、

研修等履修状況に単位加算しないものを平成22年度実施の研修から

記載しています。 

在職年数は、採用時の職が他府県経験時の職と同じ場合は、他府県経験年数を

加算しています。 

総単位数は、平成21年度からの取得単位の総計を記載しています。 

研修等履修状況について以下の３つ

の分類で確認できます。 

 

・「新採研」 

  ･･･新規採用者研修 

・「主事カテゴリ」 

  ･･･主事１・２級在位中に履修 

  の研修 

・「主任カテゴリ」 

  ･･･主任・主任（係長相当職） 

  在位中に履修の研修 

 

※「新採研」には必要単位数を満た

すと「履修」欄に「済」を記載して

います。 

 

※「主事カテゴリ」「主任カテゴ

リ」の「標準履修単位数」を上欄に

記載しています。 

 

※「選択」欄には「センター研修 

取得単位詳細」の「◎」の取得単位

数を記載しています。「指定」欄に

は「センター研修取得単位詳細」の

「指定」の取得単位数を記載してい

ます。「他研修」欄には「センター

研修以外の研修（他研修）取得単位

詳細」の単位数を記載しています。

（平成26年度から） 

センター研修講座と同様に単位を認

定する国、京都府教育委員会（平成

22年度から）、教育局主催（平成24

年度から）及び市町（組合）教育委

員会主催（平成30年度から）の研修

について記載しています。（研修等

履修状況への記載については、平成

26年度から） 
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京都府総合教育センターホームページ（ＩＴＥＣ） 

ＵＲＬ http://www.kyoto-be.ne.jp/ed-center/ 

Ｅ-mail ed-center-kenkyu@pref.kyoto.lg.jp 
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